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平成26年度  

 

台東区住宅修繕資金融資あっせん制度 
 

ご    案    内 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この制度は、住宅の修繕・リフォームに必要な資金の融資を取扱金融機関に   

あっせんし、利子の一部を区が負担するものです。 

※ 台東区が直接融資するものではありません。 

※ 融資の可否は、取扱金融機関が審査の上決定しますので、融資を受けられない 

ことがあります。 

 

次の場合は申込ができませんのでご注意ください。 

◎現在、本融資を受け返済している場合 

◎既に工事を着工している場合 

 

常時受け付けしています。あっせん総枠１億円に達し次第締切ります。 

 

台東区住宅課 
 

〒110-8615  台東区東上野４－５－６ 

 

℡０３（５２４６）１２１７（直通） 
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申込から返済までの流れ 
 

事 前 相 談 

制度の内容を説明します。修繕資金の融資は金融機関が行いますので、希望す

る金融機関へ融資の可否を確認した上で、正式に区へ申し込みいただくことを 

おすすめします。 

  

申 込 受 付 必ず工事を着工する前（約１ヶ月前）に申し込んでください。 

  

書 類 審 査 

あ っ せ ん 

 資格や書類に不備がない場合、現場確認（写真撮影等）後に金融機関

に融資のあっせんをいたします。 

申込者には、「台東区住宅修繕資金融資あっせん対象者決定通知書」

を送付します。 

  

金融機関と 

の相談審査 

金融機関に書類の到着を確認の上「台東区住宅修繕資金融資あっせん

対象者決定通知書」を持って、融資の審査を受けてください｡(個人によ

って審査に要する日数が異なりますので、指示に従い早めに手続きをし

てください。) 

  

審 査 結 果 金融機関から区へ回答があり次第、審査結果の通知を送付します。 

  

工 事 着 工 

承認の審査結果通知が届きましたら、工事にかかってください。 

工事は、この通知が届いてから３ヶ月以内に完了するようにしてくだ

さい。 

  

工 事 完 了 

現 場 確 認 

工事が完了しましたら「台東区住宅修繕資金融資あっせん工事完了

届」を区に提出して、 現場確認（写真撮影等）を受けてください。 

  

融 資 実 行 
完了審査に合格したら、区が金融機関に融資実行依頼をしますので、

金融機関で契約等の手続きをしてください。 

  

返 済 開 始 元金均等（みずほ銀行の場合は元利均等）による毎月返済です。 
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１ 対象となる住宅 

  区内にあるご自身が居住するための住宅で居住部分の床面積が280㎡以下であること。 

※賃貸住宅及び相続未確定等により所有権が登記事項証明書により確認できない 

住宅は対象となりません。 

 

２  申込者の資格 

１．区内に１年以上住所を有していること 

２．住民税を世帯員全員が滞納していないこと 

３．２０歳以上で、最終返済時の年齢が７５歳未満であること 

      〈参考〉申込時の年齢が５年返済の場合  ７０歳未満 

４．融資金の返済及び利子の支払に十分な能力を有すること 

５．金融機関の定める保証を受けること 

 

３  融資のあっせんの対象工事 

耐震改修、外壁、屋根、バルコニー、屋上防水、内装、給配水管、設備修繕工事、 

アスベスト除去工事等。 

※ 増築、塀・門・駐車場の改修、造園工事、物品のみの購入等は対象となりません。 

※ 居住部分以外（事務所、店舗等）は対象となりません。 

 

４ 融資あっせん金額 

  工事費の８０％以内で１０万円以上５００万円以内（１万円単位） 

※５ページのマンション等共用部分の修繕について、この制度を利用する場合は、 

その融資あっせん額と合わせて５００万円を限度とします。 

 

５ 利  率  

契約利率 区負担利率 本人負担利率 

  １．２０％  ０．５０％  ０．７０％ 

  

   

６  返済期間 
 

融資あっせん額 返済期間 

２００万円以内 ５年以内 

２０１万円以上３００万円以内 ７年以内 

３０１万円以上５００万円以内 １０年以内 
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７ 返済方法 

○元金均等による毎月返済です。みずほ銀行の場合は元利均等による毎月返済です。 

○据置は、最初の支払い時に限り、最長３ヶ月まで可能です。 

○利子の支払いは、据置期間中、前払いとし、据置期間終了後は、元金支払日に割賦

元金とともに支払うことになります。 

※返済が遅れた場合は、遅延日数に応じ、返済する金額に金融機関の定める遅延損害

金の利率をかけた遅延利息を支払わなければなりません。 

 

８ 保証  
金融機関により次の要件が必要となります。 

 

１．みずほ銀行 

◎指定された保証会社の保証を受けること 

  保証料は融資を受ける方の負担となります。保証料については金融機関へお問合せ

ください。 

   

２．朝日信用金庫・東京東信用金庫・城北信用金庫 

◎信用保証機関の保証を受けること 

信用保証料は融資を受ける方の負担となります。信用保証料等については金融機関

へお問合せください。 

●信用保証機関の保証を受けるには、次のア～ウ等の条件があります。 

ア．２年以上同一の事業に従事していること。（年金収入の方は事前に金融機関

へお問い合わせください。） 

イ．申込者又はその同居家族の持家であること。 

ウ．対象建物に根抵当権の登記がないこと。（住宅ローンにかかる抵当権及びお

申込された信用金庫の根抵当権を除く） 

 

※ 承継償還制度を利用する場合は保証の方法が変わりますのでお申込金融機関へご相談く 

ださい。 

 

９ 承継償還制度（みずほ銀行・城北信用金庫を除く） 

親子リレー返済のことで、同居する２０歳以上の定期的な収入があり、今後もそれが見込まれる

子を債務承継者(連帯債務者)とすることができます。 

◎承継償還制度が利用できる要件（次の１～７のすべてに該当すること） 

１．申込者の申込時の年齢が７５歳未満であること 

２. 債務承継者は、定期的な収入があり、将来も収入が見込まれる２０歳以上の子であること 

３. 債務承継者は住民税を滞納していないこと 

４．債務承継者はこの制度の融資を受けていないこと 

５．債務承継者は、融資を受ける住宅に申込者と同居すること 

６. 債務承継者の年齢が最終返済時７５歳未満であること 

７．債務承継者は融資を受ける日から返済完了時までの期間中連帯債務者となること 
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10 申込に必要な書類 

◎各１部ずつ原本を提出してください。（５～１０については発行日から３ヶ月以内の

ものを提出してください。） 

全員共通 

  １．申込書（第１号様式） 

   ２．誓約書（第１－２号様式） 

   ３．設計計画書（第２号様式又は任意のもの） 

   ４．工事見積書（居住部分のみのもので見積業者の押印のあるもの） 

   ５．世帯員全員の住民票（続柄記載） 

（戸籍住民サービス課及び各区民事務所で発行） 

６．世帯員全員の平成25年度（平成24年中所得）住民税納税証明書 

   （戸籍住民サービス課及び各区民事務所で発行）        

   ７．土地の登記事項証明書（東京法務局台東出張所で発行） 

   ８．建物の登記事項証明書（東京法務局台東出張所で発行） 

<参考> 東京法務局台東出張所（登記所） 

台東区台東１－２６－２ ℡ ３８３１－０６２５ 

 

 

以下は該当する方のみ必要です。 

☆承継償還制度を利用する場合 

  ９．債務承継者の全部事項証明書（戸籍謄本） 

  10．債務承継者の平成25年度（平成24年中所得）住民税納税証明書 

 

☆修繕する建物が、申込者の所有でない場合又は共有者がいる場合 

11．所有者（共有者）全員の承諾書（修繕等についてのお願い又は任意のもの） 

 

※ 提出書類は以上ですが、必要によってその他の書類を提出していただくこともあ

ります。 

 

※ 金融機関の審査時に最新の収入や所得に関する書類が必要になります。必要書類

については、申込先の金融機関へ確認してください。
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マンション等共用部分の修繕（城北信用金庫を除く） 

 

１   申込者の資格 

１．区内に１年以上住所を有していること 

２．住民税を世帯全員が滞納していないこと 

３．２０歳以上で、最終返済時の年齢が７５歳未満であること 

  ４．融資金の返済及び利子に支払に十分な能力を有すること 

５．金融機関の定める保証を受けること 

６．専有部分について所有権を持っていること 

 

２  融資のあっせんの対象工事 

  マンションの外壁、廊下、階段の塗装、屋上防水、手すりなどの鉄部塗装、給配水管

の取替えなど共有部分の修繕工事。 

（ただし、その共有部分に対する専有部分の床面積は１戸あたり２８０㎡以下である

ことを条件とします。） 

 

３  融資のあっせん限度額 

  １戸あたりの工事負担額(管理組合等の修繕積立金を引いた額 )の８０％以内で、１０

万円以上１００万円以内（１万円単位）  

※すでに専有部分について、この制度を利用しているときは、その融資あっせん額と

合わせて５００万円を限度とします。 

 

４  利率と返済期間 
 

契約利率 区負担利率 本人負担利率 返済期間 

１．２０％ ０．５０％  ０．７０％ ５年以内 

     

 

５ 返済方法 

○元金均等による毎月返済です。みずほ銀行は元利均等による毎月返済です。 

○据置は、最初の支払い時に限り、最長３ヶ月まで可能です。 

○利子の支払は据置期間中、前払いとし、据置期間終了後は、元金支払日に割賦元

金とともに支払うことになります。 

 

※ 返済が遅れた場合は、遅延日数に応じ、返済する金額に金融機関の定める遅延損

害金の利率をかけた遅延利息を支払わなければなりません。 
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６ 保証  

金融機関により次の要件が必要となります。 

 

１．みずほ銀行 

◎指定された保証会社の保証を受けること。 

保証料は融資を受ける方の負担となります。保証料については金融機関へお問合せ 

ください。 

   

２．朝日信用金庫・東京東信用金庫 

◎信用保証機関の保証を受けること 

信用保証料は融資を受ける方の負担となります。信用保証料等については金融機関 

へお問合せください。 

●信用保証機関の保証を受けるには、次のア～ウ等の条件があります。 

ア．２年以上同一の事業に従事していること。（年金収入の方は事前に金融機関

へお問い合わせください。） 

イ．申込者又はその同居家族の持家であること。 

ウ．対象建物に根抵当権の登記がないこと。（住宅ローンにかかる抵当権及びお

申込された信用金庫の根抵当権を除く） 

 

※ 承継償還制度を利用する場合は保証の方法が変わりますのでお申込金融機関へご相談く

ださい。 

 

７ 承継償還制度（みずほ銀行を除く） 

親子リレー返済のことで、同居する２０歳以上の定期的な収入があり、今後もそれが見込まれる

子を債務承継者(連帯債務者)とすることができます。 

 

◎承継償還制度が利用できる要件（次の１～７のすべてに該当すること） 

１．申込者の申込時の年齢が７５歳未満であること 

２. 債務承継者は、定期的な収入があり、将来も収入が見込まれる２０歳以上の子であること 

３. 債務承継者は住民税を滞納していないこと 

４．債務承継者はこの制度の融資を受けていないこと 

５．債務承継者は、融資を受ける住宅に申込者と同居すること 

６. 債務承継者の年齢が最終返済時７５歳未満であること 

７．債務承継者は融資を受ける日から返済完了時までの期間中連帯債務者となること 

 

８  申込に必要な書類 

◎各１部ずつ原本を提出してください。（５～８、１２～１３については発行日から３

ヶ月以内のものを提出してください。） 
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全員共通 

  １．申込書（第１号様式） 

  ２．誓約書（第１－２号様式） 

  ３．設計計画書（第２号様式又は任意のもの） 

  ４．工事見積書（見積業者の押印のあるもの） 

  ５．世帯員全員の住民票（続柄記載） 

（戸籍住民サービス課及び各区民事務所で発行） 

６．世帯員全員の平成25年度（平成24年中所得）住民税納税証明書 

（戸籍住民サービス課及び各区民事務所で発行） 

７．土地の登記事項証明書（東京法務局台東出張所で発行） 

８．建物の登記事項証明書（東京法務局台東出張所で発行） 

<参考> 東京法務局台東出張所（登記所） 

台東区台東１－２６－２ ℡ ３８３１－０６２５ 

９．工事負担額一覧表 

  10．管理規約の写し（又は管理について定めた書面） 

  11．修繕工事の管理組合総会の議事録の写し（又は修繕工事 

      を行うことについての住民全員の同意書の写し） 

 

  ※10・11については、原本もご提示ください。 

 

以下は該当する方のみ必要です。 

 

☆承継償還制度を利用する場合 

  12．債務承継者の全部事項証明書（戸籍謄本） 

  13．債務承継者の平成25年度（平成24年中所得）住民税納税証明書 

 

※ 提出書類は以上ですが、必要によってその他の書類を提出していただくこともあり

ます。 

 

※ 金融機関の審査時に最新の収入や所得に関する書類が必要になります。必要書類に

ついては、申込先の金融機関へ確認してください。 
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ご  注  意 
 

  次のような場合には、融資あっせんの取消、融資契約の解除をします。すでに融資が

実行されている場合は融資した資金又は返済残額の返還をしていただきます。また、 

すでに利子補給をしている場合は利子補給額を返還していただきます。 

 

１.虚偽の申込みにより、融資あっせんの決定を受けたとき。 

２.正当な理由がなく、区の現場確認終了後１ヶ月以内に金融機関と借入手続きを行

わなかったとき。 

３.正当な理由がなく、工事が著しく遅れたとき。 

４.元金の返済、又は利子の支払を怠ったとき。 

５.融資対象となった住宅を返済完了前に他人に譲渡したとき、又は目的以外の用途

に使用したとき。（ただし、相続による所有権移転の場合は除く。） 

 

※当融資あっせん制度申込み時の初期条件が変更になった場合は、融資の  

あっせんができなくなる場合があります。早めにご連絡ください。 
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台東区住宅修繕資金融資取扱金融機関（住宅課所管） 

 

 

金融機関名 店 舗 名 所 在 地 電話番号 

みずほ銀行 

上野支店 台東区上野３－１６－５ （ 3 8 3 2） 0 2 3 1 

浅草橋支店    蔵前４－６－１０ （ 3 8 6 1） 5 4 1 1 

浅草支店    蔵前３－２１－７ （ 3 8 6 6） 7 1 3 1 

雷門支店    浅草１－１－１５ （ 3 8 4 3） 5 1 1 1 

稲荷町支店    東上野５－１－５ （ 3 8 4 2） 3 2 6 1 

千束町支店    浅草３－１１－１ （ 3 8 7 2） 1 1 3 1 

三ノ輪支店 荒川区南千住１－３２－９ （ 3 8 0 3） 3 1 1 1 

根津支店 文京区千駄木２－７－９ （ 3 8 2 1） 8 1 8 1 

朝日信用金庫 

本店 台東区台東２－８－２ （ 3 8 3 3） 0 2 5 1 

合羽橋支店    松が谷３－１８－１３ （ 3 8 4 4） 6 1 9 1 

上野支店    上野４－８－１１ （ 3 8 3 1） 0 2 1 6 

西町支店    東上野１－２－１ （ 3 8 3 3） 9 2 4 1 

ことぶき支店    寿２－１０－１３ （ 3 8 4 4） 3 1 6 6 

浅草支店    浅草４－４９－１２ （ 3 8 7 6） 0 7 0 1 

根岸支店    根岸４－１５－１１ （ 3 8 7 5） 1 4 0 1 

千束支店    千束２－１７－５ （ 3 8 7 5） 2 1 0 1 

浅草橋支店    浅草橋３－１７－７ （ 3 8 6 4） 5 0 1 1 

浅草雷門支店 浅草２－１－１３ （ 3 8 4 2） 2 5 2 1 

 

豊島町支店 

千代田区東神田２－１－２ 
※店舗建替えのため平成２６年１１月

（予定）まで仮店舗（千代田田区東神田

１－９－９）で営業しています。 

 

（ 3 8 6 2） 0 3 1 1 

根津支店 文京区千駄木２－４４－３ （ 3 8 2 2） 2 4 1 1 

東京東信用金庫 

浅草支店 台東区千束４－３６－１１ （ 3 8 7 2） 8 1 2 6 

入谷支店 入谷２－２６－１ （ 3 8 7 6） 1 2 4 1 

かっぱ橋支店    東上野６－３０－８ （ 3 8 4 2） 3 9 2 1 

三筋支店    三筋２－１５－１５ （ 5 8 2 0） 9 7 1 1 

城北信用金庫 

台東支店 入谷１－３－２ （ 3 8 7 6） 3 1 5 1 

浅草橋支店 浅草橋５－１－１ （ 3 8 6 2） 1 3 1 1 

東浅草支店 東浅草１－８－１２ （ 3 8 7 2） 6 1 6 5 

上野支店 台東４－９－３ （ 3 8 3 1） 0 2 6 1 

                  

 

 

 

 


